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聴覚障害児教育と手話

我 妻 敏 博*

1 は じめに

最近,教育に手話を取り入れる聾学校が少しずつ増

えている｡日本ではこれまで音声言語の習得を目指す

聴覚口話法が主流であった｡早期教育の充実と高性能

補聴器の普及によって確立してきた聴覚口話法は,聴

覚障害児にとって健聴者の世界と融合するためには必

要な方法である｡しかし,聴覚障害児の中には音声言

語によって教育することが非常に困難な子供達がい

る｡そういった子供達にとって手話や指文字は非常に

有力なコミュニケーション手段であり,なにがなんで

も音声言語でなければならないという考え方は間違っ

ている｡現在の我が国の聴覚障害児教育では,子供の

側からすると手話か口話かを選択できない状況であ

る｡つまり,ある聴覚障害児がある教育機関に通うと,

そこで使っている言語モードに合わせなければならな

い｡たまたま自分が通っている教育機関で音声言語を

使っていれば音声言語を使わざるを得ないし,そこで

手話を中心に使っていれば手話を使わざるを得ないと

いう状況である｡そもそも,私達第三者が,たとえそ

れが本人にとって最もふさわしい方法だと判断できた

としても,その子供がどのような言語モードを使うべ

きかを他人が決めてしまうこと自体,果たしてよいこ

となのかどうか,疑問である｡

これまでは聴覚口話法の立場からの研究発表や実践

報告が数多く出されていたのだが,聾学校で教育に手

話を取り入れる傾向が強まってきて,最近では手話を

使った教育の立場からの研究や実践報告が発表される

ようになってきた｡この傾向は今後も続くと思われ,

ますます手話と教育の関係がデータをもとに議論され

るようになると思われる｡ただ,日本では研究者の層

が薄く,しかも聴覚口話法の立場の研究者が大半なの

で,今後は手話や指文字使用と教育の関係を専門に研

究する研究者の養成が課題である｡

聴覚障害児の教育では,音声言語を使っての教育を

* 上越教育大学

簡単に口話法と呼び,手話と持文字を使っての教育を

簡単に手話法と呼ぶ｡口話法がよいのか手話法がよい

のかという問題は全世界的に相当昔から議論されてい

ることであり,それぞれの立場からの研究発表がたく

さん行われてきた｡特に,アメリカでは非常に激しい

論戦が何十年も続いており,お互いに自分の立場から

のデータを出して,自分達の立場を主張している.ア

メリカの聾学校は,聴覚口話法の聾学校と手話使用の

聾学校が別々にあるので,お互いに自分の方法を主張

するというようなことが続いているわけである｡アメ

リカでは1975年に ｢全障害児教育法｣という,障薯児

の教育に関する大きな法律ができて,その後,通常の

公立学校に通う聴覚障害児の数が飛躍的に多くなって

きた｡その結果,同じ公立学校の中に音声を使う聴覚

障害児と手話を使う聴覚障害児が同居するようになっ

てきた｡そうなると,同じ学校に聴覚口話法のクラス

と手話のクラスが必要になってきて,入ってくる聴覚

障害児はどちらでも選べるという体制ができてきたわ

けである｡

日本の場合,まだそのような体制はできていないの

で,音声でも手話でも,どちらでも選べるというよう

にはなっていない｡日本のこの現状のもとで,果たし

て聴覚障害児の教育にとって手話や指文字の導入がど

のような形で行われればよいのか,そのあるべき姿を

じっくりと検討する必要がある｡

2 我が国の聴覚障害児教育の動向一聴覚口話法およ

び手指言語導入の経緯一

聴覚障害児教育というと,まず思い浮かべるのは早

期教育ということである｡障害児の教育において早期

発見 ･早期教育が大事であるということは,どの障害

についても言えることである｡特に,聴覚障害児の教

育では言語発達を促すことが大きな課題なので,言語

を獲得する幼い時期からの特別な配慮が不可欠であ

る.我が国で,聴覚障害乳幼児を対象にした早期教育

が本格的に開始されたのは昭和30年代からであり,今
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から40年以上も前の話である｡昭和40年代や50年代頃

にはどの聾学校にも幼稚部ができ,3歳児,4歳児',

5歳児を対象にした教育が行われるようになり,3歳

未満の乳幼児に対しても教育相談という形で,主に母

親教育を中心にした教育も始まった｡早期教育が始

まった頃の昭和30年代は,小型で高性能の補聴器が全

国的に普及した時代でもある｡それまでは聴覚に重い

障害があれば聾学校と決まっていたのだが,高性能の

個人用補聴器を装用することによって,音声言語だけ

で十分にコミュニケーションができ,健聴児と変わら

ない言語発達を示す重度の聴覚障害児が多数現れるよ

うになってきた｡その結果,聾学校ではなく,通常の

学校に通 う聴覚障害児が増えた｡しかし,通常の学校

に通 う聴覚障害児の中には,やはり聴能訓練や発音指

導や特別な言語指導を必要とする子供達もおり,昭和

30年代の半ば頃から通常学校の中に ｢難聴学級｣がで

き始めた｡難聴学級の数は昭和30年代,40年代と飛躍

的に数が増えた｡今では固定式の難聴学級ではなく,

通級指導教室で指導を受けている聴覚障害児の数が多

くなっている｡

早期教育と補聴器の普及によって,昭和40年代以降,

音声言語での教育がゆるぎないものとなって確立し,

聴覚障害児教育に定着してきた｡聴覚の活用と読話を

併用し,音声言語によるコミュニケーション,音声言

語による教育を中心とした ｢聴覚口話法｣が日本全国

のどこの聾学校に行っても見られるようになり,聴覚

障害児を持った親御さん達は通常学校での教育,いわ

ゆるインテグレーションを目指すようになってきた｡

このようにして,聴覚障害児教育の世界ではインテグ

レーションを目標にする,つまり,保護者も教師も聴

覚障害児が健聴児と一緒に教育を受けられるようにな

ることを目標にするというような雰囲気ができあがっ

てきた｡全国的に聴覚口話法が定着してくると,聴覚

障害児の教育では手話や指文字ではなく,音声を中心

にして教育するということが ｢常識｣となり,聴能訓

練の方法や早期教育の方法,読み書きの能力に関する

指導法などがたくさん研究された｡聾学校の先生方の

研究会として,全国をいくつかの地区に分けて地区ご

とに研究会を持っている｡新潟聾学校や長岡聾学校は

北陸地区の研究会に所属しており,地区独自のテーマ

を設定して研究発表会などを開催している｡そして,

年1回,｢全日本聾教育研究大会｣という名称で全国大

会を開いて,全国の聾学校から先生方が集まって研究

発表をしている｡昭和50年代,60年代の全日本聾教育

研究大会では,早期教育,言語指導,聴覚補償の分科

会に大会の期間中では消化しきれないくらいたくさん

の研究発表があった｡また,聴覚障害児教育に関係す

る学会の専門雑誌にも,早期教育や聴覚補償などの

テーマでの研究論文が多数発表された.当時は聴覚口

話法で教育するのが当たり前という雰囲気が全国的に

あったので,タブー視されていた手話を教育に取り入

れるということには大きな抵抗感があった｡

さて,昭和40年代50年代に早期教育や聴覚口話法が

すっかり根付いてきた頃,聴覚口話法ではどうしても

うまくいかない聴覚障害児が問題となってきた｡聴力

が非常に厳しい子供でも聴覚口話法でうまくいってい

る子供がいた一方で,聴力がそれ程厳しくなくても聴

覚口話法でうまくいかない子供がいたりして,聴力の

問題というだけではなく,早期教育の在り方,指導の

方法,母親の在り方などが問題となったが,それだけ

ではなく,その子供の特性,聴覚口話法との相性のよ

うなもの,つまり,その子供なりの学習の仕方が聴覚

口話法に合っていなかった りするわけである｡そう

いった様々な要因で聴覚口話法ではどうしてもうまく

いかない聴覚障害児のことが問題となってきたわけで

ある.

そこで,昭和40年代半ば頃に登場した新しい方法が

2つある｡ー一つはキュード･スピーチ法,もう∵つは

同時法と呼ばれる方法である｡キュード･スピーチ法

は音声の子音の部分にキューサインを付けて受容の酸

味さや発音の不明瞭さを補おうとする方法である｡例

えば,教師が ｢ママ｣と言った場合,読話に頼ってい

る子供にすれば教師が ｢ママ｣と言ったのか ｢パパ｣

と言ったのか ｢パパ｣と言ったのかわからない｡そこ

で,｢マ行｣のキューサインを使 うと,子供には教師が

今 ｢ママ｣と言ったとわかる｡また,子供が ｢パパ｣

と言った場合,子供の発音が不明瞭であったり,ある

いは間違った発音をすることはよくあることなので,

教師としてはやはり子供が ｢ママ｣と言いいたいのか

｢パパ｣と言いたいのか ｢パパ｣と言いたいのかわか

らない｡そこで子供が ｢マ行｣のキューサインをつけ

ながら ｢パパ｣と言えば,音としては ｢パパ｣だけれ

ど子供は ｢ママ｣と言っているということがわかる｡

このように,音声にキューサインをつけることによっ

て受容の暖昧さと発音の不明瞭さを補おうとする方法

である｡キュード･スピーチ法では子音の部分にサイ

ンをつけ,母音は読話させる.このキュード･スピー

チ法は音声を使 うことが基本にあって,また,キュー

ド･スピーチ法は学校に在学している時だけ,一時的

に使 うもので,将来は音声言語だけでコミュニケ-
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ショソできるようにすることが目標になっている｡そ

ういうわけで,キュード･スピーチ法は聴覚口話法の

カテゴ1)一に入ると解釈されており,昭和40年代半ば

に始まったこの方法はたちまち全国の聾学校に広まっ

た.ある聾学校では幼稚部から計画的にキュード･ス

ピーチ法を取 り入れ,小学部の段階で徐々にキューサ

インを使 う頻度を少なくして小学部卒業の頃にはもう

キュード･スピーチ法は使わない,というふうにかな

り計画的にこの方法を採用している聾学校もあるし,

幼稚部や小学部で部分的に必要に応じてキュード･ス

ピーチ法を使 うといった聾学校もある｡かなり計画的

に学校全体でキュード･スピーチ法を使っている聾学

校では,キュード･スピーチ法は単に聴覚口話法を補

うということではなく,キュード･スピーチ法を使っ

て言語を獲得させるという積極的な意味を持たせてい

る｡ひところ全国の半分近くの聾学校でキュード･ス

ピーチ法が採用されていた｡今現在では全国でどの程

度キュード･スピーチ法が採用されているかわからな

いが,部分的な使用も含めて,今でもかなりの聾学校

でキュード･スピーチ法が使われているものと推測さ

れる｡

さて,昭和40年代半ば頃に登場したもう1つの方法

というのは,手話や指文字を使うという方法である｡

これは栃木聾学校で始められた同時法と呼ばれている

方法である｡幼稚部から小学部の3年生当たりまでは

音声と同時に指文字を使い,小学部3年生当たりから

は指文字だけではなく,手話も使っていくという方法

である｡手話や指文字を音声と同時に使 うということ

で同時法と呼ばれている｡当初,.幼稚部の子供達に指

文字を教えることが可能なのかとい う疑問があった

が,複雑な動きになる指文字は簡略化するなどして実

際指導してみるとさほど大きな問題はないことがわ

かった｡それで栃木聾学校では最初からあらゆる発話

に指文字をつけて,指文字で言葉を覚えさせる｡小学

部では会話のスピードに指文字がついていけないの

で,手話単語も使 うようにする?小学部の高学年当た

りではもっぱら手話を中心にしたコミュニケーション

が行われている｡聾学校で手話や指文字を学校全体で

使 うということで栃木聾学校は全国から注目を浴び

た｡当時は,猫も杓子も聴覚口話法ということで教育

を行っていたので,全国でただ1校だけ手話や指文字

を使 うと宣言しての栃木聾学校の教育は否応なしに注

目の的になったわけである｡その後約10年経過した頃,

国立特殊教育総合研究所で聴覚口話法,キュード･ス

ピーチ法,同時法で教育を受けている聾学校の聴覚障

害児を対象に,言語の色々な側面で調査を行って比較

するという研究を行った｡その研究プロジェクトは昭

和55年度から昭和60年度まで6年間にわたる研究で

あった｡私もこの研究プロジェクトの一員として調査

やデータ収集のために聴覚口話法の聾学校,キュー

ド･スピーチ法の聾学校,同時法の栃木聾学校に何回

もお邪魔した｡そこでの印象は,聴覚口話法の聾学校

では指導方法がすっかり定着していて,先生方もその

指導法にすっかり精通して安定した感じであった｡一

方,キュード･スピーチ法と同時法の先生方はという

と,雰囲気が一般の聾学校とは全く違い,学校全体で

ピリピリした緊張感があって,どの先生も目の色を変

えて指導していた｡つまり,今までとはかなり違 う方

法で子供達を教えているので,全国から注目されてお

り,失敗は許されないという雰囲気が強くあって,ど

の先生も必死になって一生懸命に取 り組んでいたので

ある｡研究の結果,キュード･スピーチ法も同時法も,

これらの手指言語を使 うことがいかに有効かを示す結

果が得られた｡しかし,私の印象では,果たして手指

言語を使 うことがよかったのか,先生方が学校全体で

一丸となって指導したことがよかったのか,よくわか

らなかった｡今までに全国どこにもない方法を考え,

学校全体のカリキュラムを練 り上げ,相当なディス

カッションを経ての指導だと思うので,むしろそのよ

うな取 り組みをしたこと自体が教育効果として現れた

のではないかとも考えらるわけである｡そういった背

景のもとで同時法がスタートしたわけであるが,栃木

聾学校での手話 ･指文字の使用は,聴覚口話法でうま

くいかない子供達がいるから手話を使 うというのでは

なく,聴覚障害児にとって最も自然な言語は何かとい

う発想があったのだと思う｡言語は人間に与えられた

特権であり,人間なら誰でも苦労することなく言語を

学習するチャンスが与えられなければならない｡聴覚

障害児の場合,聴覚に障害があるのだから,音声を使っ

た言語を学習するのには非常に不利なわけであり,そ

れなら,聴覚障害児にとって苦労なく完壁に学習でき

る言語は何かというと手話や指文字を使った言語とい

うととになる｡乳幼児にとっての言語とは,健聴乳幼

児の場合は声を使った言語であり,聴覚障害乳幼児の

場合は手を使った言語になるというわけである｡アメ

リカなどで聴覚障害児に手話を使うのも,聴覚口話法

でうまくいかないからという理由ではなく,聴覚障害

児にとって手話が獲得しやすい言語であり,聴覚障害

児にとっては手話が自然な言語であると考えているか

らである｡そこで,健聴者の社会に融合するためには
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音声言語の獲得が不可欠であるとする聴覚口話法の支

持者と聴覚障害児にとっての言語として手話を教える

べきだとする手話法の支持者が異なった発想で論争す

るので,論点がかみ合わない状態なわけである｡

さて,この同時法だが,キュード･スピーチ法が全

国的に広まったのに反して,他の聾学校には長い間受

け入れられず,最近までどの聾学校でも相変わらず聴

覚口話法を看板にしていた｡もっとも,実際は聾学校

の中学部や高等部では手話を使うことが黙認されてお

り,建前の上では,幼稚部･小学部で日本語をマスター

したあとは手話を使っても構わないのではないか,と

いうことである｡この建前と実態が一致していて,本

当に小学部卒業の段階で日本語がマスターできていれ

ばいいのだが,実態は聴覚障害児の言語力の問題は深

刻な問題として昔も今もあるわけである｡

言語力の不足が教科学習にも影響し,学年対応の教

科書がなかなか使えないという現状がある｡聴覚障害

児の言語力や学力の問題を簡潔に表す言い方として

｢9歳レベルの壁｣という言い方がある｡これは40年

以上も前に言われ始めたことだが,言語力や学力が9

歳のレベルで停滞してしまう聴覚障害児が,聾学校に

少なからずいたわけである｡これは現在にも当てはま

ることで,現在は言語力や学力のある聴覚障害児はど

んどん聾学校から通常の学校に出てしまうので,聾学

校に残っている聴覚障害児は言語や学力になんらかの

深刻な問題を抱えている子供達である｡

そういうわけで,現在の聴覚障害児教育は補聴器の

性能の進歩や人工内耳の普及によって聴覚口話法でう

まくいく聴覚障害児が増える一方,聴覚口話法ではう

まくいかない子供達の問題がクローズアップされてお

り,最近では教育に手話を取り入れる聾学校が急速に

増えつつある｡

3 アメリカの聴覚障害児教育の動向

(全障害児教育法)

アメリカにおける障害児教育で大きな転機となった

のは,1975年にできた ｢全障害児教育法｣(PL941142)

である｡これはpubliclawと言って,アメリカ全土に

適用される法律である｡アメリカは州ごとに法律があ

る｡そういう国であるので,アメリカ全土に適用する

法律というのは非常に重要な法律なわけである｡1975

年に施行されたこの ｢全障害児教育法｣はアメリカ全

土に適用される重要な法律という位置づけで作られ

た｡

この法律の中でたくさんのことが決められている｡

その中でも本稿のテーマに関連して重要と思われる2

つのことについて述べる｡1つは ｢最も制限の少ない

環境での教育｣ということである｡もっとも制限の少

ない教育環境とは地域の公立学校の通常学級である｡

次に制限が少ない教育環境は通常学級に籍をおいて

時々特別な教室に行って特別な指導を受ける,いわゆ

る ｢通級指導教室｣である｡次に制限の少ない教室は

いわゆる ｢固定式の難聴学級｣であり,その場合も可

能な範囲で最大限に通常の学級で教育を行う｡最も制

限の大きい教育環境が ｢聾学校｣である｡アメリカは

国土が膨大に広いので,聾学校に入るということは普

通は寄宿舎に入るということを意味する｡寄宿舎に入

ると,教育だけではなく,生活そのものにも大きな制

限がある｡というわけで,障害児の教育措置ではまず

第一番目に地域の公立学校で教育できるかどうかが検

討される｡この法律ができたおかげで,アメリカでは

多くの障害児が地域の公立学校に通うようになった｡

州や地域によって違いはあるものの,大方の場合は,

まず,障害が発見された時点で必要に応じて数人の専

門家でその障害児を非常に詳しく検査する｡必要な場

合は専門家がその子供の家を訪問して検査することも

あるし,どこで検査するかを保護者が決める場合もあ

る｡そして,障害が発見された直後に,それら専門家

と保護者とで,どこで指導を受けるのがよいか,膨大

な検査結果を参考にしながらディスカッションして決

める｡学齢に達するとどの学校がよいのか,やはり何

人かの専門家と保護者と可能であれば本人も含めてそ

の子供のさまざまなデータを参考にしながらディス

カッショソして決める｡専門家というのは小児科の医

者,心理学者,ST,OT,PT,オージオロジスト,障
害児の専門教師,地域の教育委員会の担当者などで,

その子供にとって必要な専門家が集められる｡保護者

が1回のディスカッションだけで満足するとは限らな

いので,障害を持った乳幼児や児童 ･生徒の教育措置

の会議は随時,必要なだけ開かれる｡このような就学

指導の手順だと,膨大な費用と人手と時間がかかるが,

それだけの価値がある重要なこととして実施されてい

るわけである｡

｢全障害児教育法｣が施行されて以来,アメリカで

の障害児の教育は通常の学校で行うという傾向がます

ます強まり,聾学校に在籍する子供の数が減ってきて

いる｡この傾向は日本でも同じであり,特殊教育諸学

校は地域のセンターとしての役割を考えるべき時代に

入ろうとしている｡さて,アメリカの通常の学校では

聴覚障害児に対してどのような対応をしているのかに
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ついて述べる.アメリカでは聴覚障害児を教育する場

令,聴覚口話法,キュード･スピーチ法,手話法,同

時法,バイリンガル法などが採用されている｡この中

でもバイリンガル法は独特である｡聴覚口話法,キュー

ド･スピーチ法,同時法はいずれも英語を表すのに,

音声を使うのか,キューサインを使うのか,手話や指

文字を使うのか,といった言語モードの違いによって

分けられるわけだが,バイリンガル法というのは英語

を表す言語モードではなく,アメリカ手話という言語

をまず子供に獲得させ,次に英語を教えて,アメリカ

手話と英語のノミイリンガルにしようという方法であ

る｡本当はバイ.リンガル ･バイカルチュラル･プログ

ラムなどと言って,略してバイバイ･プログラムとか

バイバイ･メソッドと呼んでいるが,子供を二言語使

用者にするだけでなく,健聴者の文化と聾者の文化の

両方の文化を持つ子供に育てようとする方法である｡

さて,同時法でも手話や指文字を使うわけだが,同時

法の場合は英語と同時に手話を使う,つまり英語対応

の手話を使うわけだから,手話は使っているけれど,

その表している言語は英語である｡しかし,このバイ

バイ･プログラムで言っている手話は ｢アメリカ手話

AmericanSignLanguage:ASL｣と言って,聾者が

使っている手話言語のことである｡バイバイ･プログ

ラムでは,英語を教えたり覚えさせたりするのではな

く,ASLを獲得させる｡ASLは｢スピーチレス｣なの

で,音声は使わない｡本来,手話はそれだけで独立し

た言語であり,音声言語を手で表したものではない｡

アメリカでは手話は,英語,スペイソ語に次いで3番

目によく使われる言語である｡ただし,手話は手や指,

顔の表情,体全体の動きなどで表す言語で,音声を使

う言語とはかなり様相が違うわけである｡音声は時間

的なもので,声を発した次の瞬間にはその音声は消え

てし辛うし,一人の人が複数のことばを同時にしゃべ

ることはできないが,手話はことばを相手に見せっぱ

なしにすることができるし,右手と左手と顔の表情を

使って複数の内容を同時に表すこともできる｡一方,

音声は文字として記述することができるが,手話はな

かなか簡単には記述できない｡日本では,以前は手話

は言語ではないと言われていた｡｢手話には日本語の助

詞に相当するものがない｣とか ｢動詞の語尾変化に相

当する手話がない｣などと言われていた｡これは,辛

話は音声言語を手で表すものだという認識が強かった

からである｡手話の言語学的な研究が進むにつれて,

手話には音声言語と同じように特有の文法規則がある

ことがわかってきて,今では手話は言語として認めら

れている｡語嚢については,形や動きを示唆するよう

な具体的な意味を表す手話単語だけではなく,抽象的

な意味を表す手話単語もたくさんあるが,手話単語全

体の総数は音声言語の全単語数と比べると,とてもか

なわないくらい少ないのが実情で,手話にない日本語

の単語を表す時は指文字を使う｡

さて次に,全障害児教育法の中で重要な2つめの項

目は ｢個別指導計画IEPの作成｣ということである｡

日本でも最近になって,障害児の教育に当たっては個

別指導計画を立てることが義務づけられた｡アメリカ

では25年くらい前に法律で決まっていたわけである｡

1975年の全障害児教育法で決められている個別指導計

画は特殊教育諸学校に適用されるだけではなく,通常

の公立学校にいる障害児に対しても適用されている｡

｢最も制限の少ない環境での教育｣ということで,障

害児がどんどん地元の公立学校に入っていったわけだ

が,そこでも障害児一人一人に合った教育計画が個別

に作られなければならなくなった｡これは公立学校に

すれば大変なことが法律で決まったわけで,まず,悼

害児を受け入れることを拒否できなくなり,さらに,

その子供にふさわしい教育プログラムを作って環境を

整え,専門家を雇わなければ,法律違反になってしま

うわけである｡聴覚障害児についてはどのようなこと

になったのかと言うと,通常の公立学校で聴覚障害児

を受け入れ,その子供に合わせて専門家を雇ったり,

機器煩を準備したりしなければならなくなった｡これ

は金持ちの地区では可能なのだが,全米的にどこでも

できるというようなものではない｡アメリカの場合,

たとえ義務教育であっても,全国どこでも同じ予算で

同じ質の教育が行われているわけではなく,その地域

の税金で学校を運営している｡アメリカではその地域

ごとに収入に合わせて ｢教育税｣というのを住民から

徴収する｡金持ちがたくさん住んでいる地域では多額

の教育税が入るのだが,低所得者の多い地域では教育

税が少なく,学校教育に問題が出ている｡そういうわ

けで,個々の公立学校で聴覚障害児に対応するのが困

難な場合が少なくない｡そこで,いくつかの学校でど

こか中心になる小学校なり中学校なりを決めてそのい

くつかの学校区にいる聴覚障害児を一手に引き受ける

という体制を作っている｡そして,聴覚口話法のクラ

ス,キュ-ド･スピ-チ法のクラス,手話使用のクラ

スを用意して,だいたいは聴力の程度と本人や保護者

の希望によって子供達を振り分けている｡というわけ

で,同じ学校内に3つの方法が同居しており,子供達

はその中から選ぶことができる｡この3つの方法が同
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じ学校にあることで,色々試してみたりできるので,

聴覚障害児やその保護者にとってはとてもよいことだ

と思う｡ うまくいかなかったら,別のクラスに移動す

ることが容易にできる｡それらの,聴覚口話法,キュー

ド･スピーチ法,手話使用のクラスにはそれぞれの専

門家が配置されて,聴覚障害児個々に合わせた教育プ

ログラムが作られている｡個々の教育プログラムにつ

いては,保護者の承認が必要なので,保護者に対して

説明を行い,納得してもらう｡恐らくその段階で保護

者の意向がかなり反映されるものと思われる｡聴覚障

害児が通常の学校に入った場合,その子供に必要な教

育プログ.ラムを作 り,その子供に必要なものは揃える,

ということは全国的に行われているようである｡手話

が必要な子供にはその子供の手話通訳をするために教

育委員会が手話通訳者を雇う｡小学校,中学校,高校

と,地区の行政当局がその子供のために手話通訳者を

つけるわけである｡そういうことになっているので,

例えば聾学校に在籍している子供が手話通訳者と一緒

に近 くの通常学校に出かけていって,ある教科の時間

だけとか,半日とかを健聴児と一緒に過ごし,健聴児

と同じ授業を受けることができる｡大学レベルでは大

学が手話通訳者を雇う｡以上は私の知っている範囲で

はこんな状況だったということで,アメリカ全土でど

うなっているのかは明らかでない｡

さて,アメリカでは聴覚障害児が次々と通常の公立

学校に入り込んでいく一方で,逆に,聴覚障害児を健

聴児の学校とは切り離して教育しようという動きもあ

る｡これは先ほど述べたバイバイ･プログラムと呼ば

れているもので,結構古くからあることはあったのだ

が,ここ10年くらいで次第に注目されるようになって

きた教育プログラムである｡日本にも最近この考え方

や方法が紹介されてきて,研究が進みつつある｡この

バイバイというのは,｢バイリンガル･バイカルチュラ

ル｣の略で,バイリンガルとは,手話と英語の二言語

使用という意味である｡しかし,手話と英語を対等に

考えているのではなく,聴覚障害児にはまずアメリカ

手話をマスターさせる｡英語はそのあとである｡ちょ

うど,健聴児が英語を習得していくようにアメリカ手

話を習得させるわけである｡したがって子供の言語環

境は全てアメリカ手話にする｡家族や学校の先生は全

でアメリカ手話を使って子供に話しかける｡手話は音

声言語ではないので,音声言語は使わない｡そして子

供に完全にアメリカ手話を自分の言語として習得さ

せ,コミュニケーションや思考の道具として使えるよ

うにする｡英語は習得したアメリカ手話を土台にして

習わせる｡といっても,音声としての英語ではなく,

書きことばとしての英語を教えるわけで,もっぱら読

み書きを学習させる｡バイバイ･プログラムの推進者

に言わせると,既にアメリカ手話という ｢言語｣を完

全にマスターしてから英語を教えるので,これから英

語を習得しようとする聴覚口話法の聴覚障害児より

ずっと有利に教えられるのだそうである｡結果的には

アメリカ手話と英語のバイリンガルになるんだという

ことである｡私は実際アメリカに行って,バイバイ･

プログラムの学校を訪問してその学校のリーダーの話

しを聞いたことがある｡その人はろうの人で,手話通

訳を通して話しを伺ったわけだが,彼女が言 うには,

聴覚口話法で教えた場合,英語が思考の道具として使

えるようになるまでには長い年数がかかり,その結果,

子供の言語発達だけでなく子供の精神発達も遅れてし

まうことになる｡その点,最初からアメリカ手話を習

得させると,子供の言語発達と精神発達が同じレベル

になるので,言語だけではなく,概念の獲得や認知能

力の発達など,色々な面での問題が解消されるのだ,

ということであった｡英語の読み書き能力もアメリカ

手話を使って教えればマスターできるとのことであっ

た｡そのあと,学校の中を案内してもらったのだが,

複数の通訳者が一緒についてきて,私とそのリーダー

の手話通訳をするだけでなく,同時に,別の手話通訳

者が我々の話しを子供達にも手話通訳して見せてい

た｡そうしないと,我々が何を話しているのか子供達

にわからないから,ということであった｡聴覚障害児

に対する情報を補償するということには特に神経を

使っている様子であった｡授業の中で,幼稚部の子供

達が先生を中心に輪になってなにか話し合っていた

が,子供達同士や子供と先生の間のコミュニケーショ

ンが非常にスムーズに行われており,私はアメリカ手

話はよく分からなかったのだが,子供達はそれぞれ自

分で物語を作ってみんなに聞かせているようで,手話

を使って長々と話している幼い子供を見ていると,本

当にこの子供達にとってはアメリカ手話が自分の言語

として使い切れているという感じであった｡ただし,

音声は使っていなかった｡バイバイ･プログラムの最

初のバイはバイリンガルのことだが,2番目のバイの

方は,バイカルチュラルということで,これは健聴者

の文化とろう者の文化の両方の文化を教えようとする

プログラムである｡このろう者の文化については,聴

覚障害者の歴史やろうの人の偉人伝,現在のろう者の

団体のことなどを教えることになる｡大きな子供達は

ろう者の団体の活動に参加させたりして,文化だけで
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なく大人めろう者とのふれあいも大事にしている｡通

常の公立学校ではこのバイバイ･プログラムを私は見

たことがないのだが,もともとこのバイバイ･プログ

r ラムは健聴者の世界とろう者の世界をはっきり分けて

くんだという考えのもとでのプログラムだから聴覚障

害児を健聴児の学校とは切り離して教育しようという

考え方である｡

(デフコミュニティと社会的背景)

アメリカでは,1975年に全障害児教育法ができて,

障害があるからといって隔離して教育するのではな

く,可能な限り通常の学校で教育する傾向が強くなっ

た｡1990年にはADAという法律ができて,対象が子供

ではなく大人にまで広がった｡この法律は ｢障害があ

るからという理由で社会生活が不便になったり,就労

に差別があってはならない｣という主旨の法律である｡

遠距離バスなどは必ず車椅子のまま旅行ができるよう

にリフトをつけることが義務づけられたりしている｡

聴覚障害者に対しては,様々な場面で手話通訳者がっ

けられるし,テレビも字幕内蔵のテレビでなければ

売ってはいけないことになっており,テレビ番組も字

幕を付けなければ放送してはいけないことになってい

る｡障害児のための教育には莫大な予算をかけている

ので,障害児が大人になった時,その分を社会に還元

してもらおうというわけで,障害者の頭脳や労力を社

会貢献のために使ってもらうためには,社会生活や就

労の面で不利にならないようにしようという意図があ

る｡障害者の能力を埋もれさせたまま社会保障してい

くより,自立して働いてもらった方が結局国の利益に

なるのだそうである｡また,アメリカは合衆国という

くらいで,多民族国家なので,アメリカという一つの

国でありながら,多様な文化を受け入れよう,という

か,受け入れざるを得ない事情がある｡そこで,例え

ばスペイン語しか通じないような衝があったり,どこ

に行っても中国語しか目にしないというような衝もあ

る｡今アメリカの教育で問題になっていることの一つ

に,英語での教育を拒否する地域が出てきたことであ

る｡一般的には,移住してきた人達の多い衝の公立学

校では,英語をしゃべれない子供達のための特殊学級

を設けて英語を教えているが,衝全体が英語よりも別

な言語で生活しているような所では,公教育も英語で

ない言語でして欲しいという運動がある｡親があまり

英語をしゃべれない場合は特にそう強く思うのであろ

う｡アメリカに住んでいるから,アメリカ市民だから

といって,英語でなければならないのはおかしい｡む

しろ,自分達のもともとの国のことばを使い,もとも

との国の文化を今住んでいる場所で継承したい,自分

達が先祖代々大事にしている言語や文化を捨てるわけ

にはいかない,と考えるわけである｡アメリカでは国

旗や国歌を大事にするが,そうでもしなければ,みん

な同じアメリカ人だという認識が薄れてしまいかねな

いのである｡国全体でお互いの違いを認め合い,共に

生きていこうとする雰囲気があるわけである｡障害児

や障害者についても同じで,バリアフリーの考え方が

行き渡っている｡

そういう国柄なので,日本人ばかりが住んでいる日

本のように,ことばも文化も画一的という発想が成り

立たない事情がある｡ろう者についても,マイナーグ

ループではあるが,アメリカに住んでいる少数民族の

ように,ろう者の文化やろう者の言語が市民権を持っ

ている｡アメリカで最も多く使われている言語は勿論

英語だが,2番目がスペイン語,3番目がアメリカ手

話である｡アメリカに行くと,様々な文書やチラシに

は英語とスペイン語の両方書かれている｡手話は書き

ことばがないので,書かれてないが,色々な場面で手

話通訳が行われている.ろう者はデフ･コミュニティー

と言って,強力な組織を持っていて団結している｡ザ･

デフとは英語でろう者のことである｡普通,deafと小

文字で善くのだが,デフ･コミュニティーの人達はわ

ざわざdeafのdの字を大文字で書いて,固有名詞の

ようにしてある種のグループであることを明確に表し

ている.そしてデフ･コミュニティーは教育の分野に

も強い関心を持っており,聴覚口話法やキュード･ス

ピーチ法を嫌っ七いる｡彼らにとっては,聴覚障害児

は将来のデフ･コミュニティーを担っていく人的資源

なので,聴覚口話法などで健聴者の世界に連れて行か

れては困るというわけである｡勢力が衰えると色々と

社会に働きかける上でも不利になる｡そこで,聾学校

にアメリカ手話を取 り入れることを要求するし,聴覚

口話法の聾学校には対峠する立場を取っている｡

4 我が国の聴覚障害児教育の展望

(通常学校に学ぶ聴覚障害児の増加)

聴覚障害児教育というと,以前は聾学校教育が取り

沙汰されることが多かったのだが,今は通常の学校に

在籍している聴覚障害児の数が多くなっているので,

聴覚障害児の教育と言った場合,聾学校だけのことを

考えるわけにはいかなくなっている｡では現在,日本

の聴覚障害児はどれだけの人数がどこで教育を受けて
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いるのかを見てみる｡

現在日本には聾学校が107校ある｡平成12年度の統計

では,在籍している子供達は全部で約6,800人｡その内

訳は,幼稚部約1,300人,小学部約2,250人,中学部約

1,200人,高等部約2,050人で,合計約6,800人である｡

数年前までは9,000人とか8,000人とか言われていた

が,今は7,000人を切っており,聾学校に在籍している

子供の数は減り続けている｡聾学校の他には,特殊学

級としての ｢難聴学級｣が小中学校合わせて全国で約

490学級あり,約1,050人が在籍している｡最近では｢通

級指導教室｣で指導を受けている児童 ･生徒の数が増

えていて,.現在約1,400人の子供達が通級している｡と

いうわけで,聾学校,難聴学級,通級指導教室,全部

合わせると約9,250人になる｡日本全体で学校教育の対

象となる聴覚障害児の数が全部で9,250人ということ

はあり得ないので,ここでカウントされたよりもかな

り多くの聴覚障善児が通常の学級のみで教育を受けて

いるものと思われる｡その数ははっきりしないが,日

本の聴覚障害児全体を考えた場合,大半の子供達は音

声言語で教育を受けていると思われる｡聾学校で手話

を取り入れる学校が増えてきているのは事実だが,だ

からといってすぐには日本の聴覚障害児教育が手話法

に傾いているとは言えないのが現状である｡しかし,

将来においては,聾学校での手話使用が主流になって

きて,その影響が通常学校にまで波及し,通常の学校

に在籍している重度の聴覚障害児も手話を使用するよ

うになる可能性がないとは言えない｡

〈聾学校における手話の使用状況)

そこで,まず,聾学校でどの程度手話が使用されて

いるかについて私が3年はど前に聾学校を対象に調査

した結果を紹介する｡聾学校100校にアンケート用紙を

配付して調査した｡そのうち75校から回答があった｡

結果だけを並べると,まず半数以上の教師が授業で手

話を使っている聾学校は,中学部で50%あった｡聾学

校の半数が中学部で手話を使っているわけである｡半

数以上の教師が授業で手話を使っているということ

紘,学校として手話使用を認めていると判断しても構

わない数だと思われる｡小学部ではどうかというと,

半数以上の教師が授業で手話を使っている聾学校が

27:1%あった｡中学部の半分近くまで少なくなってい

るが,それでも聾学校の1/4で小学部でも手話使用を認

めているという結果である｡幼稚部では22.5%あった｡

全国の聾学校の2割以上の聾学校で幼稚部で手話使用

が認められてているという計算になる｡一部の教師だ

けが授業で手話を使っている聾学校まで含めると,刺

合はもっと増える｡一方,授業での手話使用はは一切

認めないという聾学校は幼稚部で71.8%,小学部で

54.3%,中学部で38.2%あった｡手話使用を認めない

聾学校は日本の北の方に多く,手話を認めている聾学

校は関西以西に多いという,地域的な傾向も見られた｡.

全部をまとめて見てみると,幼稚部から中学部まで,

一貫して手話使用を認めていない聾学校は全体の約

350/.であり,一部で手話を使用している学校から学校

全体で手話を使用している学校まで全部含めて65%の

聾学校で手話を使用しているという結果であった｡さ

らに,今後手話を使用する予定があるかという質問や

保護者からの手話使用の要求はあるかといった質問の

結果をみてみると,多くの聾学校で,今後は手話を使

用することを検討する予定であるという結果であり,

今後も手話を使う聾学校が増える傾向にあると思われ

る｡

ただ,ここで気になるのは,どういう理由で手話を

使用しているか,ということである｡アンケートでは

その理由を自由記述にしてもらったので,色々書いて

あったが,総じて ｢聴覚口話法では教育できない子供

達が存在するから｣ということであり,子供の実態を

考えると手話が必要だから,というわけである｡そこ

には,栃木聾学校やアメリカで考えられているような,

｢聴覚障害児にとっての言語とは｣という発想はなく,

必要に迫られての選択という実情が推測される｡

必要に迫られてであれ,ある理念のもとであれ,聴

覚障害児の教育で手話も選択できるということは大変

結構なことである｡子供それぞれ違 うわけだから,逮

択肢の数が増えるということは,より,個に沿った教

育が用意されるということなので,好ましいことであ

る｡ただ,それが選択肢となるためには,複数の方法

が選択できるようになっていなければならない｡通学

可能な教育機関の中で聴覚口話法や手話法が選択でき

るようになっているとか,同じ教育機関の中で聴覚口

話法と手話法が選択できるようになっていないと,選

択肢にはならないわけである｡まずはそういう問題が

クリアされていなければ,相変わらず,教育方法に子

供を合わせる状況に改善は見られない｡

(成果を挙げている教育機関の共通点)

手話か口話か,という問題を言語指導という観点か

ら見てみる｡言語指導ということを考えると,手話か

口話かは,必ずしも決定的な要因ではないと思われる｡

聴覚障害児教育を考えた場合,年齢に関係なく,言
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語発達や言語力の育成ということが基本的で重要な課

題である｡学齢になると学力の問題がクローズアップ

されてくるが,もともとは言語力の問題が学力低下の

原因で,学力をつけるということも,最終的には言語

力の問題に戻ってしまう側面がある｡

普通,何かを指導する場合,｢指導の内容｣と｢指導

の方法｣が問題になるわけだが,聴覚障害児の場合は

それに加えてどんな言語モードで指導するかも考えな

ければならない｡聴覚障害児の言語指導の要因にはど

のようなものがあるかというと,｢なにを,どのような

方法で,どの言語モードで指導するか｣ということだ

と考えられる｡手話か口話かという問題は ｢どのよう

な言帝モードで指導するか｣という,言語指導の要因

の一つに過ぎないとも言えるわけで,どの言語モード

を使 うか,つまり手話か口話かキ3.-ド･スピーチか

を選ぶ時の問題は,それはそれで非常に大事で複雑な

要因が絡んでくるので結論を出すのが困難な問題であ

るが,それとは別に言語指導の内容や方法を検討する

ことができるわけである｡使 う言語モードが決まった

途端に言語指導の内容や方法も決まってしまう,とい

うことはないと思われる｡現在も過去も,日本におい

ては手話か口話かキュード･スピーチか,ということ

はよく話題になってきた｡それとは別に昭和50年代や

60年代では早期教育のあり方や聴覚活用の方法が研究

され,発表されてきた｡しかし,言語指導のプログラ

ムについては,育,昭和23年の聾学校義務化以降しば

らくの問,全国の聾学校で言語指導計画の作成が取 り

組まれていたが,最近,と言ってもずいぶん長い間,

言語指導計画に関しては大きな関心を持たれていな

い｡

アメリカでの手話,口話の論争では,お互いの立場

からデータを出し合って自分達の方法のメリットを主

張するわけである｡聴覚口話法の側からは例えば聴能

や発音のことを取 り上げ,手話使用では十分に人の話

しも聞き取れないし,発音も不明瞭で人には通じない,

手話では聴覚的な能力や発音の能力は開発されないと

言っている｡手話擁護の側では,聴能や発音といった

技術的な能力が問題なのではなく,コミュニケーショ

ンの中身がもっと重要で子供にとって意味がある｡聴

覚口話法では (手話使用による教育のように)子供が

幼いうちから満足なコミュニケーションができていな

いではないか,というようなことで反論している｡し

あまり話題になることがない｡実は,聴覚口話法でも

手話法でも,言語力や学力は似たような結果なので,

あまり論点にならないのである｡州立の聾学校では

TC(トータル･コミュニケーション)と言いながら,
主に手話を使っている｡本来のTCは,聴覚障害児に
とってわかりやすい方法なら,音声でも手話でもなん

でも使おうという考え方である｡州立聾学校ではこの

TCで教育していると言っているわけだが,しかし,実
際には,音声の部分は非常に弱く,もっぱら手話を使っ

ている｡州立聾学校で問題になっているのは子供達の

言語力や学力の低さである｡この現状を見ると,手話

を使 うということだけでは言語力や学力がっかないと

言えそうである｡

一方で,言語力や学力の面で素晴らしい成果を挙げ

ている聴覚口話法の教育機関や手話使用の教育機関も

少なくない｡では,顕著な教育効果を挙げている教育

機関とはどのような教育機関であろうか｡私は仕事が

ら,アメリカの聴覚障害児教育を代表するような有名

な学校や研究機関をいくつか見て回ったりするわけだ

が,それらの学校で,いくつかの共通点を兄い出すこ

とがでせ る｡それは何かと言う次の3点である｡

1点目は ｢優れた教育プログラムを持っている｣と

いうことである｡聴覚口話法の学校であれ手話使用の

学校であれ,成果を挙げている有名な学校では,教科

の指導を担任任せにするのではなく,学校全体で十分

に検討された教育プログラムを持っていて,そのプロ

グラムを土台にして教育している｡プログラムそのも

のは学校独自のものなので,学校によって違 う｡ある

聾学校では近くにあるいくつかの通常学校との交流を

大事にしたプログラムを持っていて,毎日子供達を交

流先の通常学校に出して授業を受けさせているし,め

る聾学校では主要科目で独自の指導マニュアルを作っ

てそれをもとにカリキュラムが組んである｡言語指導

に関してはどこでも非常に細かで膨大な量の指導プロ

グラムを持っていて,そのプログラムに沿って言語指

導が行われている｡聴覚口話法の学校であれ,手話使

用の学校であれ,成果を挙げている有名な聾学校は優

れた言語指導プログラムを持っている｡

2点目は ｢優秀な教師による教育｣ということであ

る｡アメリカでは州によって教員免許状の種類が若干

違 うようだが,どの州でも資格のない人は教えること

ができない｡ということで,聾学校では勿論だが,逮

常の学校でも難聴学級や通級指導教室の先生は聾教育

の免許状を持っている｡そして,成果を挙げている有

名な学校では質の高い教師を雇っている｡私の知って

いる聴覚口話法の聾学校の教師達は,自分が担当して

いる部分に関しては大学で教えてもいいくらいの知識
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と経験を持っている｡また,ある学校では校長と教頭

が二人とも,もと大学教授で,二人でその学校の理論

的なリーダーでもあり,教師をしっかりと教育してい

る｡

3点目は ｢研究者や研究機関との連携｣ということ

であるo聴覚口話法の学校であれ,手話法の学校であ

れ,アメリカでも有名な聾学校や教育機関は研究機関

と一体になっていたり,大学の附属学校であったり,

あるいは大学と共同研究の関係にある｡要するに,学

校に研究者が出入りしていて,共同研究したり,プロ

グラムの開発を行ったりしている｡

以上3点が私が見た限りでは共通していたことであ
l

る｡

(言語指導プログラムの必要性)

一般的に言って,障害児教育においては,障害の程

度が重くなればなるほど計画的な教育プログラムが必

要になってくる｡障害の程度が軽い場合は,その子供

が学習しやすい環境を整えたり学習のチャンスをたく

さん与えることで,自分で学習することができるが,

障害の程度が重くなればなるほど自分で学習すること

が困難になってくるので,周囲からの意図的な働きか

けが必要になってくる｡聴覚障害児の場合も同様で,

教師の努力にもかかわらず,言語力や学力の面で大き

な問題を抱えている重度の聴覚障害児には,やはり計

画的な言語指導や特別な配慮での教科指導が必要であ

る｡特に,聾学校では今後言語指導プログラムや教科

指導プログラムを開発していくことが必要になるので

はないかと思われる｡もし聾学校で言語力や学力がつ

けられないということになると,保護者は健聴児と一

緒にさせた方がむしろメリットがあると考え,子供を

聾学校に通わせなくなるかもしれない｡

(教育に手話はどのように取り入れられるべきか)

聴覚障害児の中には手話や指文字によるコミュニ

ケーションが必要な子供達がいることは間違いないこ

とである｡個人のニーズに応える,個人の必要を充足

することを考えた場合,やはり手話や指文字を使う方

が適切な場合もあると思われる｡しかし,どのような

子供の場合は聴覚口話法でよくて,どのような子供の

場合は手話がよいか,ということはまだ明らかになっ

てないし,･聴覚障害児にとっての言語のあるべき姿に

ついても多くの人の共通見解というものもできていな

い｡どの言語モードがよいか,客観的に決める基準の

ようなものはなかなかできないと思うが,ガイドライ

ンのような,目安になるようなものくらいは今後検討

されてもいいのではなかろうか｡

また,アメリカでは100%ではないにしても,手話か

口話かが選択できるようになっているが,日本ではそ

うなっていない｡もし日本の現状の元で手話を取り入

れると決めた場合は,手話や指文字も使うけれど同時

に聴覚活用も十分に行い,聴能訓練や発音 ･発話指導

も十分実施すべきであろう｡子供本人が自分で判断で

きる年齢に達したとき,自分の判断で言語モードが選

べるように,音声も手話も使えるようにしておくこと

が大切で咋ないかと思うわけである.

日本ではこれまで聴覚口話法が主流で,この方法で

多くの聴覚障害児が教育され,社会に出ている｡聴覚

障害児全体を考えると,聴覚口話法が第-の選択肢と

して用意されるべきではあろうが,指文字や手話など,

他の方法も用意されていて子供が自分に合わせて選べ

るようにしておくことが必要ではないだろうか｡

*本稿は ｢平成13年度新潟県障害児教育研究会言語･

難聴部会｣における講演をまとめたものである｡
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